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１．建築着⼯統計調査の概要（現⾏）
全国における建築物の建設の着⼯動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得ることを⽬的とする。
調査の⽬的
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調査の概要

調査
範囲 建築基準法第15条第１項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出（建築⼯事届）に係る建築物

調査
事項

① 建築物着⼯統計調査︓着⼯予定期⽇、⼯事の予定期間、床⾯積の合計、⼯事費予定額 等
② 住宅着⼯統計調査 ︓着⼯予定期⽇、⼯事の予定期間、住宅の床⾯積の合計、⼯事費予定額 等
③ 補正調査 ︓⼯事の変更、実施床⾯積の合計、⼯事実施額 等

周
期

①建築物着⼯統計調査及び②住宅着
⼯統計調査︓毎⽉
③補正調査 ︓１年

調査
⽅法
・
組織

【調査⽅法】 ①建築物着⼯統計調査及び②住宅着⼯統計調査︓郵送、オンライン調査
③補正調査︓職員による調査

【調査組織】 国⼟交通省ー都道府県ー報告者

公
表

①建築物着⼯統計調査及び②住宅着⼯統計調査
︓調査⽉の翌⽉末

③補正調査︓調査年の翌年４⽉末

国⼟交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室
調査実施機関

選定
⽅法・
数

①建築物着⼯統計調査及び②住宅着⼯統計調査︓全数（約60万）
③補正調査︓無作為抽出（約5,000）



２.建築着⼯統計調査の体系

２

今回、補正調査を全面的に見直し

一部集計事項を見直し

①建築物着工統計
（翌月末公表）

②住宅着工統計
（翌月末公表）

③補 正 調 査
（翌年公表）

全国の建築物の着工状況（建築物の数、床面積合計、
工事費予定額）を建築主、構造、用途等に分類して
把握する。（延べ床面積１０㎡超の建築物に義務付け
られている「建築工事届」から集計 悉皆調査）

①の着工建築物のうち、住宅の着工状況（戸数、
床面積合計、工事費予定額等）を構造、建て方、
利用関係、資金等に分類して把握する。（悉皆調査）

①の建築物の竣工時に実際にかかった費用（工事
実施額）を実地に調査し、着工時における工事費
予定額とのかい離を明らかにする。（都市部における
一定抽出率による無作為抽出調査）

建築着工
統計調査



 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年３⽉６⽇閣議決定）
・ 建築着⼯統計の補正調査について、統計委員会における精度検証結果も踏まえ、精度向
上のための標本設計の変更や、調査名及び⽬的の⾒直しを検討し、改善に向けた結論を得
るとともに、利⽤者の理解促進に向けた情報提供の充実を推進する。

・ 建築着⼯統計の⼯事費予定額により推計される⼯事実施額については、補正調査の⾒直
しにより、精度向上を図る。 等

３. 建築着⼯統計調査 補正調査に対する指摘事項
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 「平成28年度統計法施⾏状況報告に関する審議結果報告書（統計精度検査関連
分）」（平成30年３⽉30⽇統計委員会）において、以下のとおり、整理
・ 「平成28年度統計法施⾏状況報告 統計精度検査編」（平成29年11⽉21⽇）におけ
る改善の⽅向性を実現できるように検討を進める必要

・ 標本設計の⾒直しに伴う抽出⽅法を含む調査⽅法等の変更に向け、国⼟交通省は、必要
な準備を進め、2021年１⽉に完成する建築物から⾒直し後の標本設計に基づき抽出され
た対象に切り替えて調査を開始することが必要



「平成28年度統計法施行状況報告 統計精度検査編」（平成29年11月21日）で整理
された調査計画の改善案を踏まえ、以下のとおり、変更することを計画

（注）「平成28年度統計法施行状況報告に関する審議結果報告書（統計精度検査関連分）」（平成30年３月30日統計委員会）
において「ネイマン配分に準じた配分数を算定する際、しっ皆層、標本層別の回収率等を踏まえながら最終的な回収数とし
て現行の標本サイズ（約5000）が維持できるよう検討することが必要である」と指摘

４．補正調査の建築⼯事費調査への変更概要（その１）

４

補正調査（現行計画） 建築工事費調査（変更案）

調査対象数 約5,000 約10,000
（試験調査の回収率等の状況を踏まえ、調査対象数を増加）

抽出方法 層化二段無作為抽出
抽出単位： １段目：市区（固定）

２段目：建築物（層化抽出）

層化無作為抽出
抽出単位：建築物
※工事費予定額20億円以上は全数調査

推計方法 単純集計
工事費予定額から工事実施額を推計す
るための補正率を推計

抽出率及び回収状況等を加味した線形推
定及び比推定
工事実施額を直接推計

層化基準 ・都道府県（47区分）
・建築物の構造（木造・非木造）

・建築物の構造（木造・非木造）
・工事費予定額階級（１億円未満、１～20億
円、20億円以上の３区分）

標本配分法 層別に抽出率を設定（1／10～1／100） 工事費予定額によるネイマン配分（20億円
以上は全数調査）

① 標本設計の変更



４．補正調査の建築⼯事費調査への変更概要（その２）

５

・調査内容をより的確に表すため、統計調査の名称を「補正調査」から
「建築工事費調査」に変更

② 統計調査の名称の変更

・都道府県による実地調査から、民間事業者を活用した郵送・オンライ
ン方式による調査に変更
（注）上記にあわせて、都道府県が担当していた調査対象の抽出を、国土交通省が直接抽出する方法に変更。

③ 調査方法の変更

【変更案】【現行】



４．補正調査の建築⼯事費調査への変更概要（その３）

６

・報告者負担の軽減の観点から、「工事実施額」の内訳である「主体工事実
施額」及び「建築設備工事実施額」を廃止

・建築工事届の工事完了予定期日と完了時期の乖離を把握できるよう、「着
工日」及び「工事の完了日」を追加

（注）「平成27年度統計法施行状況報告に関する審議結果報告書（平成28年度下半期審議分）」（平成29年３
月31日統計委員会）において「補正調査における工事の完了予定期日と完了時期のずれについて、新たに
公表することを早急に検討する必要がある」と指摘

④ 調査事項の変更

・調査計画の全面的な見直しに伴い、「工事実施床面積」及び「工事実施額」を
構造別及び工事費予定額階級別に集計するよう見直し

・都道府県別の標本設計を取り止めることに伴い、都道府県別集計を廃止
（注）「平成28年度統計法施行状況報告に関する審議結果報告書（統計精度検査関連分）」（平成30年３月

30日統計委員会）において、「都道府県別集計の取りやめは、やむを得ない」と整理

⑤ 集計事項の変更



４．補正調査の建築⼯事費調査への変更概要（その４）

７

・公表の期日について、現行計画では「調査年の翌年４月末までに公表」
としているが、平成30年度に実施した試験調査（建築着工統計調査補正
調査試験調査）において実査状況等を検証したところ、調査票の督促、
回収、審査等に一定程度の期間が必要なため、「調査年の翌年９月末」
に変更

⑥ 公表の期日の変更

・東京都特別区部及び政令指定市別の集計等、集計項目が詳細なため、秘
匿措置が必要となり、調査結果の時系列比較ができない等利活用に乏し
い集計表を調査計画から削除

（注）今回削除する集計表の中には、昭和63年に調査要綱に盛り込まれて以降、一度も集計されていない

ものもある。

○ 集計事項の変更

5．建築物着⼯統計調査・住宅着⼯統計調査の変更概要



６．想定される論点

８

今回の調査計画の変更の大半は、これまでの統計委員会での議論を踏まえたもの
であるが、調査方法に大幅な変更が予定されていることから、以下の点について、
確認が必要

１ 補正調査から建築工事費調査への移行について
・ 令和３年（2021年）１月に完成する建築物から、変更後の標本設計により調

査を実施する計画であるが、新たな標本設計による調査対象の抽出等、建築
工事費調査への移行を適切かつ円滑に行うため、どのように対応するのか。

２ 調査対象数について
・ 本調査は、都道府県の職員による調査から民間事業者を活用した郵送・オン

ライン調査に移行するため、試験調査における回収率の状況等を踏まえ、調
査対象数を約10,000に増やすことを計画しているが、必要最小限の数となっ
ているか。

３ 公表時期の見直しについて
・ 利活用面からみて、問題はないか。

４ 集計事項の見直しについて
・ 建築物着工統計調査及び住宅着工統計調査の集計事項を一部削除することと

しているが、利活用面からみて、問題はないか。
・ 補正調査から建築工事費調査への移行に伴い、集計事項の見直しを行うこと

としているが、利活用面からみて、問題はないか。


